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  私道内共同排水設備は、私道に面した複数の設置義務者の宅地からの下水を公共下水道に排除する

排水設備である。ここでは、主に小規模の私道内共同排水設備工事に適用するものとする。 

 

第１節  基 本 的 事 項 

 

 1 私道内共同排水設備の基本的要件 

私道内共同排水設備は、下記の事項を考慮し適切な排水機能を備えた設備とする。 

 （１）私道内共同排水設備は、複数の設置義務者が共同で使用する設備をいう。 

 （２）私道内共同排水設備を設置する私道とは、道路法第２条に規定する道路以外の道路及び通路 

をいう。 

【解説】 

（１）について 

   私道内共同排水設備は、単独の設置義務者のみが使用するのではなく、複数の設置義務者が共同 

して使用する設備をいい、小は２戸の設置義務者が使用するものから、大は数百程度の設置義務者

が使用するものまで含まれる設備である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－１小規模私道内共同排水設備の例 

（２）について 

ここでいう私道とは、道路法第２条（昭和２７年法律第１８０号）に規定する道路以外の道路及 

び通路で、外観、形態、利用状況等から判断して、社会通念上一般の用に供していると認められる

ものをいう。 

２ 私道内共同排水設備の一般事項 

私道内共同排水設備の設計・施工に当たっては、次の事項に留意する。 

 （１）私道内共同排水設備の排除方式は、接続する公共下水道の排除方式に合わせる。 

 （２）私道の土地所有者を正確に把握し、排水設備の設置の承諾を得る。 

 （３）構造等は、法令等の基準に適合し、かつ円滑な排水機能を有するものとする。 

 （４）私道内共同排水設備は、原則として、設置義務者がその負担と責任において、設置及び維持管

理を行う。 
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 【解説】 

（１）について 

   私道内共同排水設備の排除方式は、合流式と分流式があり、接続する公共下水道の排除方式に合 

わせるものとする。ただし、汚水・雨水排水について特別の制限がある場合には、所管する下水道

管路管理センター・支所等と十分協議を行う。 

また、雨水排水については、既存の施設の活用を検討する。 

（２）について 

私道の土地所有者を土地登記簿謄本等で確認し、土地所有者の承諾を得て施行にあたること。 

（３）について 

   排水設備の構造等は、法第１０条第３項によるほか、条例等を遵守し、私道内共同排水設備から

の排水を公共下水道へ円滑に排水し、維持管理が容易であるように設置する。  

（４）について 

私道内は、原則として土地の所有者、使用者又は占有者がその負担と責任において、排水設備の

設置及び維持管理を行うべきものであるが、「私道内下水道整備に関する規程」に基づく助成制度

が設けられている。 

   

第２節  設   計 

 

３ 基本事項 

    私道内共同排水設備の設計に当たっては、次の基本事項を適切に定める。 

  （１）計画下水量 

  （２）流速、こう配、管きょの最小管径、最小土かぶり等 

  （３）管きょの接合 

 【解説】 

（１）について 

計画下水量は、分流式処理区域においては計画時間最大汚水量（表６－１、６－２、６－３参照）

とし、合流式処理区域では、計画時間最大汚水量と計画雨水量を加えた量とし、設置する下水道施

設は、計画下水量に対して余裕を見込むことが望ましい。 

計画汚水量  

Ｑ＝原単位（ｍ３／ｓ／ｈａ）×Ａ（ｈａ）＋工場排水量（日量１００ｔ／日以上）の工場 

   下記表６－１、６－２、６－３に排水面積をかけ、算出し、これに別途工業排水等があればこれ 

を加えたものとする。 
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表６－１ 処理区別用途別汚水量原単位表（時間最大）参考   

 

※鳥羽には、京都市北部地域特定環境保全公共下水道は含まない。 

※鳥羽、鳥羽（吉祥院）、伏見、山科は、平成２４年３月の事業計画変更認可申請書による。 

※桂川右岸は平成２６年３月の事業計画（変更）申出書による。 

※洛南は、令和２年４月の事業計画（変更）申出書による。 

※用途区分の住居系について 

 第１種住居：第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域 

 第２種住居：第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域 

 住居   ：第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域 

 

表６－２ 処理区別用途別排水量原単位表（時間最大）参考 

 

表６－３ 処理区別用途別排水量原単位表（時間最大）参考 

 

 

 

 

計画雨水量 

本市の合流式区域の下水道管きょは主として実験式により計画されているが、私道内共同排水設

備の計画には原則として合理式（５年確率）を用いるものとする。 
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     ① 合理式 

 

 

 

 

 

 

② 流出係数 

       流出係数は原則として工種別基礎流出係数及び工種構成から求めた総括流出係数を用

いる。工種は大別すると、浸透域及び不浸透域の２種であるが、土質及び植生等によって、

あるいは 管きょなどの布設の程度等によって流出係数が異なる。このため、工種をさら

に細分化し、この工種ごとの流出係数（基礎流出係数、表６－４参照）とその工種が占め

る面積の割合から総括流出係数を算定する。算定例を図６－２に示す。 

            表６－４ 工種別基礎流出係数の標準値 

 

 

 

 

 

 

          図６－２ 総括流出係数（Ｃ）の算定例（総面積０．４８ｈａの場合） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また、参考に用途別総括流出係数の標準値を示すと表６－５のとおりである。 

Ｃ＝
Ｃ Ａ ＋Ｃ Ａ ＋Ｃ Ａ1 1 2 2 3 3

Ａ ＋Ａ ＋Ａ1 2 3

＝
0. 8 5 × 0. 0 5 ＋ 0. 9 0 × 0. 2 6 ＋ 0. 2 0 × 0. 1 7

0. 0 5 ＋ 0. 2 6 ＋ 0. 1 7
≒ 0. 6 5

 

Ｑ＝3 6 0
１

・Ｃ・Ｉ・Ａ

Ｑ：最大計画雨水流出量（ｍ／s）３

Ｃ：流出係数

Ｉ：流達時間（ｔ）内の平均降雨強度（ｍｍ／ｈ）

Ａ：排水面積（ｈａ）

Ｉ＝
4 , 8 0 0

3 4＋ｔ
ｔ＝ｔ ＋ｔ1 2 ｔ ＝７分1

ｔ ＝流下時間2

（５年確率）

 

（基礎流出係数） （面積）

道路Ｃ ＝ 0 . 8 5 Ａ ＝ 0 . 0 51 1

屋根Ｃ ＝ 0 . 9 0 Ａ ＝ 0 . 2 62 2

間地Ｃ ＝ 0 . 2 0 Ａ ＝ 0 . 1 73 3

 

工 種 別

屋 根

道 路

その他の不透面

水 面

０．８５～０．９５

芝，樹木の多い公園

工 種 別流 出 係 数 流 出 係 数

０．８０～０．９０

０．７５～０．８５

１．００

間 地

こう配の緩い山地

こう配の急な山地

０．１０～０．３０

０．０５～０．２５

０．２０～０．４０

０．４０～０．６０
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表６－５ 用途別総括流出係数の標準値  

 敷地内に間地が非常に少ない商業地域及び類似の住宅地域            ０．８０ 

 浸透面の野外作業場等の間地を若干もつ工場地域及び庭が若干ある住宅地域    ０．６５ 

 住宅公団団地等の中層住宅団地及び１戸建て住宅の多い地域           ０．５０ 

 庭園を多くもつ高級住宅地域及び畑地等が割合残っている郊外地域        ０．３５ 

 

③ 流達時間 

流達時間は、流入時間と流下時間との和である。（図６－３参照） 

（ａ） 流入時間は、区域の最遠隔降雨地点から排水管に流入するまでの時間で、区域の大

きさ、斜面の特性にもよるが、通常は７分程度とする。 

 

図６－３ 流達時間 

 

 

 

 

 

 

                                                                         

                                                                      

                                                               

（ｂ）流下時間は、排水管に流入した雨水が排水管内を流下する時間で、排水管の最長延長 

を仮定の管内平均流速で除して求める。私道内共同排水設備の管内平均流速は、１．０ 

０m／秒程度とすればよい。 

 

（２）について 

 一般に管きょのこう配は、地表のこう配に応じて定めれば経済的であるが、流速が小さければ管 

きょの底部に沈殿物がたい積しやすくなり、清掃等の作業頻度が高くなり、維持管理費がかさむ。 

逆に流速が大きすぎると管きょを損傷し管きょの耐用年数を短くする。下水中の沈殿物が管きょ 

内にたい積するのを防ぐため、下流ほど流速を漸増するようにこう配を定める。流速の範囲は、原 

則として汚水管は０．６m～３．０m／秒、合流管及び雨水管は０．８m～３．０m／秒とする。 

（理想的な流速は１．０～１．８m／秒である。）ただし、下流ほど下水量が増加し、管きょは大き 

くなるので、こう配を緩やかにしても流速を大きくすることができる。最大流速が３．０m／秒を超 

すようなときは、適当な間隔に段差を設けてこう配を緩くし、流速を３．０m／秒以下にする。 

また、管きょの最小管径は、施工性、維持管理性、経済性及び供用後の新たな取付管接続の容易 

さなどを考慮して、分流式汚水管は２００mm、合流管及び雨水管きょは２５０mm を原則とし、 

管きょの最小土かぶりは、原則０．６m とし、やむを得ず露出配管とする場合や土かぶりを小さくす

Ａ

Ｂ
流
入
時
間

流
下
時
間

流
達
時
間

（分）

（分）

（分）
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る場合は、防護等の措置を講じる。また土かぶりの決定にあたっては、宅地内の排水設備が支障なく

接続できるように考慮する。 

 

（３）について  

   管きょの径が変化する地点、複数の管きょが合流する地点等人孔等を設け、原則として管頂接合 

又は水面接合とする。又地表こう配が急な場合には、管きょ径の変化の有無にかかわらず、原則と 

して地表こう配に応じ段差接合とする。 

   

４ 管きょ 

   管きょの種類、構造は道路の形態及びその利用状況等によって定める。  

 【解説】 

（１）管きょの種類 

   管種の選定にあたっては、流量、水質、布設場所の状況、外圧、継手の方法、管の特質、強度、 

   形状、将来の維持管理を十分に考慮し、それぞれの特性を生かして合理的に選択し、管きょの種

類としては、鉄筋コンクリート管、硬質塩化ビニル管、強化プラスチック複合管、ポリエチレン

管等がある。 

（２）管きょの継手 

    管きょは地下水等の浸入がないよう入念に施工し、常に水密性、耐久性を有するものでなけれ  

ばならない。なお、耐震性能に配慮する場合、管きょの耐震性能は継手の構造に大きく支配され

るため、地盤条件等を勘案した上で、可とう性継手等を採用する。 

（３）管きょの基礎 

   基礎の種類は、砂又は砕石等が一般的であるが、管種、土質、土かぶり、活荷重（車等）等に 

より決定する。 

（４）管きょの接合 

   管きょの接合は次の事項を考慮して定める。 

  ア 管きょの径が変化する場合、管きょが合流する場合は、流水が円滑で施工が容易な管頂接合 

   とする。ただし、急こう配の管きょを緩こう配の管きょに接合する場合には、段差接合も考慮 

   することができる。 



第６章  私 道 内 共 同 排 水 設 備 

 ６―７ 

図６－４管きょの接合方法 

 

 

                               

 

 

 

 

 

 

 

                

２段階の接合の場合      接合する管きょに段差を設けることができる場合                      

 

 

（５）既設マンホールへの管きょの取付け 

    新設管は必ず立上がり部（現場打ちマンホールでは現場打コンクリート壁、組立マンホール 

では現場打ちコンクリート壁に相当する直壁部）に取付ける。 

    また、現場打ちマンホールの場合は、管上端より現場打ちコンクリート上端までの距離は、

原則として１５ｃｍ以上とし、組立マンホールの場合は、継手部への接続を避け、削孔同士の

１０ｃｍ以上確保するよう計画する。 

図６－５既設マンホールへの管の取付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）耐震性を考慮したマンホールへの接続 

     耐震性を考慮する場合は、管きょとマンホールとの接合箇所に可とう性継手等を使用し、地 

震時の変位を吸収する構造とする。 

Ａ 

Ａ 

下水道排水設備指針と解説：日本下水道協会 
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図６－６ 耐震性を考慮した可とう性継手の使用例 

サドル型マンホール継手を使用した例 

 

       

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可とう性ゴム継手を使用した例 
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 ５ マンホール及びます 

マンホールは次の事項を考慮して定める。 

（１）マンホールは、管きょの起点、方向、こう配、管きょ径の変化する箇所、段差の生じる 

箇所、管きょが合流する箇所並びに維持管理のうえで必要な箇所に原則として設置する。 

（２）マンホールは、深さ、接続する管きょの管径、寸法に応じた構造とする。 

（３）原則としてマンホールを設置するものとし、道路幅員が狭く車両の通過がない道路では 

堅固で維持管理が容易にできる、ます等を使用することができる。 

【解説】 

 （１）について 

     マンホールは、管きょ内の点検及び清掃のために必要なばかりではなく、管きょの接合及び会 

合のために設置しなければならないものであって、マンホールによって管きょ内の換気を図るこ 

ともできる。マンホールについては、雨水の浸入水を防止するため、路面よりわずかに高く設置

するなど施工上の配慮が必要である。 

 （２）（３）について 

    公共下水道施設接続工事施工承認申請を伴う場合、マンホール及びますの仕様については、所

管する下水道管路管理センター・支所等と協議し決定する。公共下水道施設接続工事施工承認申

請を伴わない場合は、「管路工事設計指針」及び「下水道標準構造図」を参照すること。 
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６ 接続ます及び取付管 

   接続ます及び取付管は、次の事項を考慮して定める。 

（１）接続ますは、目的、深さ及び設置する場所に応じた構造とする。 

（２）取付管は、流下する雨水又は汚水の量に応じた管径、寸法及びこう配とする。 

【解説】 

（１）（２）について 

ア 接続ますは、私道内共同排水設備に宅地から排水管を取付けるために私道境界付近の民地

側に設ける。ますの深さは、私道を通過する車両等の荷重に耐えられる取付管の土かぶりが

確保できるように、また、屋外排水設備の排水管のこう配が確保できるよう定めなければな

らない。（第３章 屋外排水設備参照） 

イ 公共下水道施設接続工事施工承認申請を伴う場合、取付管の設計及び施工方法については、

所管する下水道管路管理センター・支所等と協議し決定する。公共下水道施設接続工事施工

承認申請を伴わない場合は、「管路工事設計指針」及び「下水道標準構造図」を参照するこ

と。 

 

 ７ 雨水排水施設 

（１）合流区域の雨水排水施設はＬ型街渠及び雨水ます等により下水道管と接続し排除することを 

原則とする。 

 （２）分流式区域の雨水排水は側溝又は雨水管により排除することを原則とする。 

【解説】 

（１）について 

ア 路面の雨水は道路の両側にＬ型街渠等を敷設し、雨水ます等で集水する。 

イ 起点マンホールより上流の雨水ますは、マンホール洗浄のためできる限り起点マンホールに 

接続する。その位置はマンホール底部付近とする。 

（２）ついて 

ア 設置する側溝は現場打側溝及び鉄筋コンクリートＵ字溝等の二次製品で清掃等の維持管理

が容易にできる構造とする。 

 


